
 

 

 

 

 

 

首都圏における「地震防災対策等の充実強化」及び 

「国民保護の推進」に係る国への提案の実施について 

 

 

九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま

市、相模原市）では、防災・危機管理対策委員会での合意に基づき、国の関係各省庁に

対し、「地震防災対策等の充実強化」及び「国民保護の推進」について、所要の措置を

講じるよう提案書を提出しますのでお知らせします。 

 

 

１ 実施時期 

令和元年７月11日（木）から 

 

２ 提 出 先 

（１）「地震防災対策等の充実強化」について 

内閣府、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省 

 

（２）「国民保護の推進」について 

   内閣官房、総務省、国土交通省 

 

３ 提案内容 

別添提案書のとおり 

 

 

令和元年７月10日 

相模原市発表資料 

問合せ先 

危機管理課 

電話：042-769-8208（直通） 

九都県市同日発表 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、 

川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市 

 



 

 

提 案 書 
（国民保護の推進） 
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令和元年７月 

 

 

 

九都県市首脳会議 

 

座 長  東 京 都 知 事   小 池 百 合 子  

 

埼 玉 県 知 事   上 田 清 司 

 

千 葉 県 知 事   森 田 健 作      

 

神奈川県知事   黒 岩 祐 治 

 

横 浜 市 長   林  文 子  

 

川 崎 市 長   福 田 紀 彦  

 

千 葉 市 長   熊 谷 俊 人 

 

さいたま市長   清 水 勇 人 

 

相 模 原 市 長   本 村 賢 太 郎 

 
 
 
 
 
 
 



 

首都圏における国民保護の推進について 
 
世界各国でテロ等が多発し、近年の国際情勢が緊迫化するなか、その脅威は我が国も例

外ではない。とりわけ首都圏は、我が国の総人口の約３割が集中しており、さらに今後、

ラグビーワールドカップ 2019 日本大会や東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会などを控え、世界各国から多くの来街者が見込まれる。 

 こうした状況を踏まえ、首都圏住民や世界各国からの来街者が安心して住み、働き、訪

れることができるよう、大規模テロ等の国民保護事案に関する対策の推進に万全を期する

ことが必要である。 

 2016 年に開催されたリオデジャネイロオリンピック・パラリンピック競技大会では、国

民や世界各国からの来街者の生命や財産を守るため、国を挙げた広域的な危機管理体制が

敷かれたが、我が国においても、こうした対策の推進にあたっては、国と自治体が緊密に

相互連携・情報共有を図る必要がある。また、国民保護措置は法定受託事務であり、対策

の推進にあたっては、まず国と自治体との役割を整理したうえで、費用については国が負

担する必要がある。 

 このため、国が強いリーダーシップを持って住民等への普及啓発、広域避難に関する指

針の提示など国民保護に係る具体的な対応を図るよう、下記の事項について提案する。 

 

記 
 

１ 国は、国民保護に係る事業を円滑に推進するため、住民・事業者・外国人観光客等の

理解を深める啓発・研修に主導的に取り組むこと。特に、大都市部における大規模商業

施設管理者等については、ファーストレスポンダー(初動対応者)としての対応に関する

啓発・研修の機会を設けること。 

  また、住民や今後更なる増加が予想される世界各国からの来街者に対し、理解を深め

るための普及啓発を積極的に行い、国民保護に対する意識の醸成を図ること。 

 

２ 国民保護法第 148 条により、都道府県知事が、国民保護法施行令第 35 条で定める基準

を満たす施設を避難施設として指定しているが、地下施設の避難施設の指定にあたり、

施設管理者の同意を得やすいよう、国から関係機関などに働きかけを行うこと。 



３ 迅速かつ円滑な住民の広域避難を実施するために、国においては、広域避難・救援に

関して具体的検討を進め、国が都道府県に行う指示事項と国・都道府県・市区町村が行

う業務内容を明確にした対処マニュアル等を以下のとおり策定すること。 

（１）住民避難の実施について、国は首都圏の公共交通機関をはじめとする関係機関の総

合調整を行うとともに、住民の避難に関して、事態発生からの時系列や事態の規模等

を踏まえ、各フェーズに応じた住民の避難方法などの基本的な考え方を対処マニュア

ル等に盛り込むこと。 

（２）大規模集客施設や旅客輸送関連施設の施設管理者との連携のあり方について、国の

基本指針に新たに加えた点を踏まえ、具体的な考え方を盛り込んだモデルケースを示

すこと。 

 

４ 国は、国民保護に係る自治体職員の人材育成を図るため、以下の支援に取り組むこと。 

（１）武力攻撃事態や大規模テロ等を想定した訓練を実施するにあたり、各自治体の実情

に合わせて、自治体職員に対する専門的な助言等の支援を行うこと。 

（２）専門的な知識を有する職員を養成するための実践的な研修の場を充実させるととも

に、自治体の費用負担をなくす等、より多くの職員が参加できるようにすること。ま

た、各自治体が実施している研修会の費用負担等の支援を行うこと。 

 

５ 武力攻撃事態や大規模テロ等に備えるため、物資及び資機材等の備蓄に当たっては、

以下のとおり整備すること。 

（１）NBC 攻撃等により発生する武力攻撃災害等に対処するための物資及び資機材等は、

国の責任において確保すること。また、物資及び資機材等の備蓄施設、有事の搬送方

法について、指針を示すこと。 

（２）国は、自治体と意見交換を行い、国と自治体との役割を明示し、自治体が備蓄する

場合においては、物資及び資機材等の種類や数量をガイドラインで示すとともに、そ

の財源を措置すること。 

 

６ あらゆる緊急事態における迅速かつ適切な情報伝達を円滑に行うため、以下のとおり

整備対応すること。 

（１）緊急事態における国民及び自治体への情報伝達について、伝達手段や情報発信基準

等を明確にし、迅速かつ適切な情報伝達を行うこと。 



（２）全国瞬時警報システム（Ｊアラート）全国一斉情報伝達試験の実施にあたっては、

実施日の早期の提示や国としての国民への広報の実施及びシステム改善等を図ること。 
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首都圏における地震防災対策等の充実強化について 

 

平成 28 年熊本地震では、被災者生活再建支援の体制強化の必要性など、全国的に共通す

る防災対策の課題が浮き彫りとなった。我が国の総人口の約３割が集中する首都圏において

大規模地震が発生した場合は、熊本地震を超える混乱が予想されることから、この教訓をも

とに、国と九都県市がより一層連携して、防災対策の実効性をさらに高めていくことが重要

である。 

また、火山活動の活発化、豪雨による河川の氾濫や土砂災害の発生等、地震以外の自然災

害に対しても、首都圏住民が安心して住み、働くことができるよう、備えの充実強化が求め

られている。 

 さらに今後、ラグビーワールドカップ 2019 日本大会及び東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けて増加が見込まれる、国内及び世界各国からの来街者が、安心して

過ごせるよう、首都圏の防災対策に万全を期することが必要である。 

 そこで、首都直下地震等による被害を軽減し、首都機能を維持するため、地震防災対策等

の一層の充実強化を図るよう、下記事項について提案する。 

 

記 

 

１ 帰宅困難者対策を推進するため、下記の事項に取り組むこと。 

（１）国の庁舎及び関係機関の所有または管理する施設について、発災時に、市区町村又は

都県からの要請を受け、又は自主的に、帰宅困難者の一時滞在施設として使用できるよ

うにすること。 

（２）事業者が一時滞在施設に協力しやすくなるよう、以下の事項に取り組むこと。 

  ① 法改正を行い、「発災時の損害賠償責任が事業者に及ばない制度」の創設を、早期

に実現すること。 

  ② 受入れた帰宅困難者のための３日分の飲料水や食糧等の備蓄が実施できるよう財

政措置を講じること。なお、その際は、要件を緩和するなど事業者にとって利用しや

すい制度となるよう配慮すること。 

  ③ 一時滞在施設の運営に際し、事業者が負担した費用に対して、災害救助法による支

弁を受けられることを明確にすること。また、それに合わせて、支弁を受ける際の手



続きについても明確に示すこと。 

  ④ 一時滞在施設に協力をした事業者に対する法人税の軽減などの税制措置を行うこ

と。 

（３）帰宅困難者の発生に伴う混乱を防止するため、住民及び来街者、事業者に対して「む

やみに移動を開始せず、安全な場所に留まる」という発災時の原則を周知徹底させるこ

と。 

（４）帰宅困難者となった要配慮者の帰宅支援について、広域搬送などの具体的なオペレー

ションを地方公共団体と連携し、地域の特性等を考慮の上、検討を進めるとともに、財

政支援、人的支援を行うこと。 

（５）民間一時滞在施設のハード整備を促進するため、「災害時拠点強靭化緊急促進事業」

の要件を緩和すること。 

  ① 一時滞在施設の受入人数（100 人以上）を条件から外すこと。 

  ② 全ての駅で帰宅困難者が発生する可能性があることから、主要駅と限定しないこと。 

 

２ 平成 28 年熊本地震や平成 30 年７月豪雨では、多くの市町村において被害が広範囲に

わたったため、住家被害認定調査に係る業務量が飛躍的に増加し、全国の自治体からの

多くの支援を必要とした。被災自治体間で不均衡を生じさせることなく調査を迅速かつ

公正に実施するため、自治体を対象とした、住家被害認定調査の判定方法等の研修のプ

ログラムを新設し、調査水準の均一化を図り、全国的な支援体制を構築すること。 

  また、被災者台帳作成機能を有する防災情報システムの導入について、緊急防災・減

災事業債の対象事業に含めるなどの財政措置に取り組んでいるが、対象自治体が限定的

であり、かつ時限的な措置であるため、システムの導入及び運用に要する経費に対して、

更なる財政支援を行うこと。 

 

３ 高層建築物や長大橋などの巨大構造物については、長周期地震の影響が大きいと考えら

れる事から、国が進めている相模トラフ沿いの巨大地震による影響の調査について、早急

な公表及び対策の実施を進めること。 

 

４ 首都直下地震等の大規模災害が発生した際に、国と地方の関係機関が連携して、被災地

への支援が迅速に実施できるよう、立地等を考慮した複数の基幹的広域防災拠点を整備す

ること。 



  発生場所の特定困難な首都直下地震を想定した場合、防災拠点の分散配置は重要であり、

自衛隊、消防、警察等の応援部隊や救援物資の集積、分配等を行う広域的な応援受援等の

拠点機能として、とりわけ、関西圏・中部圏との高速道路の結節点周辺である相模原市と

横浜市の次の２か所については、規模・立地環境において熟度が高いと考えられることか

ら、国においても十分に検討されたい。 

・相模原市（相模総合補給廠の返還地又は共同使用区域） 

・横浜市（旧上瀬谷通信施設の一部） 

 

５ 現在、内閣府が主導で推進している「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP)」の

一環で、国全体で被災状況認識を統一し、的確な災害対応を行うことを目的とした「府省

庁連携防災情報共有システム」の開発が進められているところである。 

  本システムは、各府省庁、関係機関、自治体などが運用する災害関連情報システム間を

連結し、情報を多対多で相互に共有して、統合的な利活用を実現する中核的役割を果たす

こととされている。 

  本システムの開発に当たっては、主に情報の入力主体となる地方自治体に対して業務負

荷が増加しないよう、且つ、災害情報の共有については、近隣自治体同士の災害対応業務

に効果的に活用できるよう配慮し、現場の実態を十分踏まえたシステム構築を図ること。 

   

６ 富士山等の大規模噴火に備えるため、大量の火山灰の降灰があった際の火山灰の除去・

処分方法について、明確な指針を示すこと。なお、指針の作成にあたっては、自治体や関

係機関等の意見も尊重すること。また、降灰による交通機関、ライフライン施設等の都市

基盤への影響について、的確な調査研究を実施し、具体的な対策について検討すること。 

 

７ 平成 27 年９月の関東・東北豪雨では、鬼怒川などが氾濫し、茨城県、栃木県、宮城県

などで広範囲の浸水被害が発生した。人口や産業が集積した首都圏では、荒川及び利根川

等の国が管理する大河川で大規模水害が発生した場合、被害が甚大となるので、国が責任

を持って、大規模水害対策を確実に推進するとともに、以下の対策に取り組むこと。 

 

（１）国と関係機関が一体となって具体的な大規模水害対策の検討を加速するとともに、国

と自治体の責任と役割分担を明らかにすること。また、検討にあたっては、自治体の意

見を十分取り入れること。 



（２）大規模水害対策に係る現行制度の改善や新たな仕組み・体制を構築する場合には、自

治体の意見を十分に取り入れること。また、自治体などが行う新たな対策については、

必要な財源などの措置を講じること。 

（３）都県境を越える百万人単位の広域避難は、自治体だけでは十分な対応が困難な課題で

あるため、国は強いリーダーシップで迅速に指示を出し対策を推進すること。 

（４）大河川の氾濫を防止する治水施設の整備を着実に推進するとともに、既存施設の維持

管理を適切に行うこと。 

（５）荒川や利根川などの大河川が氾濫した場合に広範囲かつ長期間浸水する恐れのある地

域における早期の排水に向けた体制の充実を図ること。 

 

８ 首都圏の経済活動や市民生活を支える石油コンビナート地域の防災・減災対策を推進す

るため、以下の対策に取り組むこと。 

（１）国が発表した首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震の

被害想定を踏まえて、消防法、高圧ガス保安法、毒物及び劇物取締法等の技術基準の妥

当性を検証し、必要に応じて見直すこと。 

（２）災害時のエネルギー供給等の観点から、事業者が行う液状化対策や津波浸水対策等へ

の支援の継続と拡充等に取り組むとともに、定期改修等が年度当初に行われる場合であ

っても、合わせて事業者が活用可能となるよう、柔軟な制度運用を図ること。 

（３）長周期地震動に伴う屋外貯蔵タンクのスロッシング抑制技術及び早期検知技術の調

査・研究を進めること。 

（４）施設の経年劣化に対する維持管理技術の情報提供に努めるとともに、施設改修へのイ

ンセンティブを向上させる取組みを進めること。 

（５）高度な知識や技術が要求されるコンビナートの防災対策を担う人材を、事業者が育

成・確保できるよう、石油貯蔵施設立地対策等交付金などの補助金を柔軟に運用し、社

外での研修や防災訓練を交付・補助の対象とすること。また、都県市などの行政機関に

おいて、経験が少ない職員が、実災害時に的確に初動対応できるよう、過去の被害映像

の提供や必要な防災教育を行うこと。 

（６）石油コンビナートにおける大規模災害に対応するため、関係省庁の連携を強化して、

一元的な防災対策の推進に継続的に取り組むこと。 

（７）高圧ガス設備の溶接補修後に行われる耐圧試験に代わる、より安全に強度を確認する

ための検査方法について、研究開発及び制度化を進めること。 



９ 首都直下地震等の大規模災害が発生した場合、燃料供給が確実に確保されないと、首都

圏が大きく混乱し、住民生活に支障を来すとともに、復旧・復興の妨げになることが懸念

されることから、以下の対策に取り組むこと。 

（１）国は、国家備蓄及び民間備蓄の活用並びに災害時石油供給連携計画の適切な運用等に

より、燃料供給体制を確保すること。 

（２）応急・復旧活動及び住民生活への影響を極力抑えるため、中核給油所、住民拠点 SS

等に対して継続的に燃料供給を行うこと。 

（３）災害対策上重要な施設（災害拠点病院をはじめとする医療施設、上下水道施設、警察・

消防施設、交通施設など）へ継続的に燃料が供給されるよう、自治体との連携を更に強

化するなど、体制を整備・運用すること。 

 

10 ヘリサインの整備を促進するため、下記の事項に取り組むこと。 

（１）ヘリサインの整備について、国が主導的な役割を担い、自治体、民間等に対して整備

を行うように働きかけるとともに、整備に係る財政的支援を行うこと。 

（２）国施設についてアクセスポイントとなるヘリサインの整備を推進していくこと。 

 

11 緊急地震速報について、大規模地震等に対応できるよう発表の迅速性と予想精度向上の

ため下記の取組を早急に行うこと。 

（１）発生した地震をより迅速・正確に観測できるよう、地震観測点を適切な位置に増設す

ること。 

（２）観測された地震の情報を即時に分析し、大きな地震動が予想される地域および震度を

より迅速・正確に推定するなど、予測技術の更なる改善を推進すること。 

 

12 災害時等の緊急事態においても、迅速かつ正確に国の災害情報を多言語により提供でき

る体制の更なる整備を図るとともに、災害情報の発信に当たっては、発信主体ごとに多

言語への翻訳を行うのではなく、一元的に多言語化を図ること。 


